
コロナ_3

（単位：千円）

電話番号

メールアドレス

Ａ

Ｂ１ Ｂ２

交付対象経費
国のR4予算分
（交付限度額
①、②、③）

国のR4予算分
（交付限度額

④）

Ｂ３'
国のR4予算分
（交付限度額

⑤）

Ｂ３''
国のR4予算分
（交付限度額

⑥）

Ｂ４’
国のR4予算分
（交付限度額
⑦、⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算分
（交付限度額
⑨、⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源や
補助対象外経

費等）

合計 236,761 196,643 36 0 0 148,033 46,980 1,594 0 40,118
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1 R4 単 ○ ○

大山町物価
高騰対策低
所得世帯支
援給付金
【低所得者
世帯給付
金】

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への

支援

○ － 46,980 46,980 46,980

①コロナ禍における原油価格などの物価高騰が長期化する中、特に家
計への負担が大きい低所得世帯の光熱費について支援を行うことで、
当該世帯の生活の安定を図る。
②対象者への給付金
③扶助費3万円×1,566世帯
④令和5年度分の住民税均等割非課税世帯

－ － ○ － R5.7 R5.12

対象世帯1,566世帯の負担軽減
（物価高による家計への負担が影響
が特に大きい低所得世帯について支
援をおこなうことで、所得段階による影
響の格差を縮める。）

町ＨＰ、町広報紙
R5補正（地）
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2 R4 単 ○ ○

大山町物価
高騰対策低
所得世帯支
援給付金
（事務費）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への

支援

○ － 1,594 1,594 1,594

①コロナ禍における原油価格などの物価高騰の影響を受ける低所得世
帯への給付金支払事務に対する必要経費
②事業実施に係る需用費、役務費、委託料
③給付対象となる1,566世帯への支給に係る以下の経費
・印刷製本費（封筒印刷代）67千円
・通信運搬費（通知郵送料等）256千円
・手数料（口座振込手数料等）176千円
・委託料（システム改修費）1,095千円
④令和5年度分の住民税均等割非課税世帯

－ － － － R5.7 R5.12

対象世帯1,566世帯の負担軽減
（物価高による家計への負担が影響
が特に大きい低所得世帯について支
援をおこなうことで、所得段階による影
響の格差を縮める。）

町ＨＰ、町広報紙
R5補正（地）
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6

7 R4 単 ○ － 経営改善サ
ポート補助金

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への

支援

○

⑦中小企業等に
対するエネル

ギー価格高騰対
策支援

2,000 2,000 2,000

①コロナ禍における燃油・物価高騰及び円安の影響を受けている町内
事業者への支援を目的に、経営改善計画の策定に係る中小企業診断
士等による関連経費を助成し、実効性のある計画策定を支援する。
②補助金　③250千円×8件
④新型コロナウイルス感染症、燃油・物価高騰及び円安の影響により
融資を受けている事業者（商工会への間接補助）

－ － － － R5.4 R6.3 経営改善計画を作成する事業者　8件 町ＨＰ、町商工会より事業者へ周知 R5当初（地）

8 R4 単 ○ －

燃油及び原
材料価格高
騰・円安対策
利子補助金
（４年度融資
分）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への

支援

○

⑦中小企業等に
対するエネル

ギー価格高騰対
策支援

1,336 668 668 668

①コロナ禍における燃油及び原材料価格高騰・円安の影響を受けて令
和4年中に鳥取県制度融資を受けた町内事業者に対して、借入後最大
3年間利子支払額を全額補助することにより、町内事業者の資金繰りの
円滑化を図る。
②補助金　③利子補助額1,336千円（町内3事業者分）-668千円(県費)
④燃油及び原材料価格高騰・円安の影響を受けて令和4年中に鳥取県
制度融資を受けた町内事業者

－ － － － R5.4 R6.3 町内事業者経営の維持継続　3件
町ＨＰ、県制度融資を受けた町内事業
者に個別に案内

R5当初（地）

9 R4 単 ○ －

燃油及び原
材料価格高
騰・円安対策
利子補助金
（５年度融資
分）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への

支援

○

⑦中小企業等に
対するエネル

ギー価格高騰対
策支援

500 250 250 250

①コロナ禍における燃油及び原材料価格高騰・円安の影響を受けて令
和5年中に鳥取県制度融資を受けた町内事業者に対して、借入後最大
3年間利子支払額を全額補助することにより、町内事業者の資金繰りの
円滑化を図る。
②補助金　③利子補助額500千円（町内1事業者分）-250千円(県費)
④燃油及び原材料価格高騰・円安の影響を受けて令和5年中に鳥取県
制度融資を受けた町内事業者

－ － － － R5.4 R6.3 町内事業者経営の維持継続　4件
町ＨＰ、県制度融資を受けた町内事業
者に個別に案内

R5当初（地）

10 R4 単 ○ －
収入保険制
度加入促進
補助金

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への

支援

○
⑥農林水産業に
おける物価高騰

対策支援
737 737 737

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、農産物の価格が下落して
おり、収入が減少した町内農業従事者の経営安定と経済回復を図るた
め、保険料の負担を軽減する。
②農業収入保険における事務固定費助成
③新規加入者事務固定費合計
　→4,500円×30件＝135,000円
　継続加入者事務固定費合計
　→3,200円×188件＝601,600円
　総計：736,600円
④鳥取県農業共済組合を通じ町内農家を支援

－ － － － R5.4 R6.3 共済加入者の維持・増加：218件 町HP R5当初（地）

11 R4 単 ○ －
漁獲共済制
度加入促進
補助金

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への

支援

○
⑥農林水産業に
おける物価高騰

対策支援
200 200 200

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、水産物の価格が下落して
おり、収入が減少した町内漁業従事者の経営安定と経済回復を図るた
め、保険料の負担を軽減する。
②漁獲共済における附加掛金（上限を5,000円とする）助成。
③新規加入者補助金額
　　　→5,000円×7件=35,000円
　継続加入者補助金額
　　　→5,000円×33件=165,000円
　総計：200,000円
④鳥取県漁業共済組合を通じ町内漁業従事者を支援

－ － － － R5.4 R6.3 共済加入者の維持・増加：40件 町HP R5当初（地）

Ｂ４
低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

通

常

交

付

金

重

点

交

付

金

経済対策との関係
⑨を選択した場合、より効果があると考

える理由
総事業費

成果目標（可能な限り定量的指標を
設定）

地域住民への周知方法（HP,広報紙
など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関連
している国庫補助事業
がある場合、その国庫
補助事業名と所管省庁

名）

予算区分
検査促進枠
の地方負担
分に充当

特定事業者等支
援

個人を対象とし
た給付金等

基金
事業
始期

事業
終期

所

管

交付金の区分

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ Ｃ Ｄ

Ｂ３

126,304                                                                                                     

移替先 総務省 交付限度額計 127,422                                                                                                        

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

補

助

・

単

独

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

交付対象事
業の名称

配分予定額計
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）

76,491                                                                                                       

小計　⑤＋⑥ 76,491                                                                                                       

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

46,980                                                                                                       

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

2,797                                                                                                        

配分予定額計

46,980 配分予定額計
国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

-                                                                                                              

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩） 1,594 配分予定額計
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

-                                                                                                              

地方単独事業費 1,594

国庫補助事業費 0 今回配分予定額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

-                                                                                                              

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧） 46,980 配分予定額計
国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

36                                                                                                            

地方単独事業費

地方単独事業費 148,033 今回配分予定額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

13,422                                                                                                       小計　交付限度額⑨＋⑩ 3,915                                                                                                           

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥） 148,033 小計　⑤＋⑥ -                                                                                                              国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
事務費　交付限度額⑩　（令和5年○月○日通知分）

1,118                                                                                                           

国庫補助事業費 0 今回配分予定額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）

-                                                                                                              国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
事務費　交付限度額⑨　　（令和5年5月通知分）

2,797                                                                                                           

地方単独事業費 0 今回配分予定額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

-                                                                                                              小計　交付限度額⑦＋⑧ 46,980                                                                                                         

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤） 0 今回配分予定額
国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

-                                                                                                              国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑧　（令和5年○月○日通知分）

13,422                                                                                                         

国庫補助事業費 0 今回配分予定額
国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

-                                                                                                              国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑦　（令和5年5月通知分）

33,558                                                                                                         

国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑤　（令和4年9月20日通知分の本省繰越分）

-                                                                                                                

担当者氏名 福留　寿規 地方単独事業費 0 既配分額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

2,797 国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑥　（令和5年3月29日通知分）

76,491                                                                                                         

担当部局課名 財務課 国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④） 0 既配分額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

33,558

国庫補助事業費 0 小計　⑤＋⑥ 76,491 国のR4予備費分(通常分)
交付限度額④　（令和4年4月28日通知分の本省繰越分）

-                                                                                                                

地方単独事業費 36 既配分額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）

76,491 小計　交付限度額①＋②＋③ 36                                                                                                               

36

都道府県・市町村コード（５桁） 31386

交付対象経費

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③） 36 既配分額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

0 国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額③　（令和5年4月以降補助裏分）

-                                                                                                                

地方公共団体名 大山町 zaimu@town.daisen.lg.jp 既配分額
国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

0 国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額②　（令和5年1月～3月補助裏分）

★令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 鳥取県 0859-52-5200 既配分額
国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

36 国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額①　（令和4年12月補助裏分の本省繰越分）

0



12 R4 単 ○ －
水産物出荷
運賃支援補
助金

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への

支援

○
⑥農林水産業に
おける物価高騰

対策支援
1,991 1,991 1,991

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、市場での魚価が低迷して
おり、出荷運賃の一部支援を行い、漁協組合員の出漁意欲と収入の向
上につなげる。
②出荷運賃の1/3を助成。
③中山支所　→　993,890円×1/3＝331,296円
　御来屋支所　→　3,957,625円×1/3＝1,319,208円
　淀江支所　→　1,020,940円×1/3＝340,313円
　総計：1,990,817円
④鳥取県漁業協同組合を通じ町内漁協組合員を支援

－ － － － R5.4 R6.3 漁協組合員数の維持：115名 町HP R5当初（地）

13 R4 単 ○ －
自給飼料生
産支援補助
金

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への

支援

○
⑥農林水産業に
おける物価高騰

対策支援
8,000 8,000 8,000

①コロナ禍における飼料価格高騰対策として、自給飼料の生産に取り
組む畜産農家に種子代の代金増加額等の支援を行うことで経営の支
援を行う。
②自給飼料生産にかかわる種子代増加額
③種子代上昇及び作付面積の増加により増加となった種子代の10/10
の額
　・令和4年度実績額18,337千円-令和5年度想定額26,413千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≒上昇額8,000千円
④大山町酪農組合を通じ町内畜産農家に支援

－ － － － R5.4 R6.3 酪農組合員数の維持：24名 町HP R5当初（地）

14 R4 単 ○ －
畜産経営緊
急救済事業
補助金

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への

支援

○
⑥農林水産業に
おける物価高騰

対策支援
40,023 40,023 40,023

①コロナ禍における飼料価格、資材・燃料代などの物価高騰対策とし
て、経営が悪化している県内畜産農家に対し、緊急的に支援を行うこと
により畜産経営の維持・継続を図る。
②飼料価格高騰額のうち大山町支援額
③・高騰額：1日1頭単価-（基金補填額+R3基準価格+乳代上昇額）
　　（　）内について、4～7月は108円+1,535円+320円＝1,963円、
　　　8～3月は28円+1,535円+592円＝2,155円で設定する。
　・1日1頭単価は4月以降、4月2,440円、5月2,472円、6月2493円、7月
2,498円と推移し、8月以降は県の上限額2,578円での設定。
　　4～7月算定額14,988,985円・・①
　　8～3月算定額25,033,180円・・②
　　①＋②＝40,022,165円≒40,023千円
④大山乳業農業協同組合を通じ町内畜産農家に支援
　※各酪農家への1件当たりの支援額は1,000万円未満である

－ － － － R5.4 R6.3 酪農組合員数の維持：24名 町HP R5補正（地）

15 R4 単 ○ －

電気料金高
騰対策給付
金（重点交付
金分）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への

支援

○

⑦中小企業等に
対するエネル

ギー価格高騰対
策支援

54,964 54,964 54,964

①コロナ禍における原油等の価格上昇に伴う電気料金の高騰対策とし
て、町内製造事業者の経営に及ぼす影響を緩和する。
②高圧又は特別高圧電力利用施設の令和5年1月～5月分の使用電力
量の合計（kWh）×3.5円で算出した額（上限：高圧200万円、特別高圧
500万円）
③高圧2,000千円×25件、特別高圧5,000千円×1件
　うち重点交付金分54,964千円
④町内の事業用施設で高圧又は特別高圧の電力契約により電力供給
を受けている製造業の事業者

－ － － － R5.7 R5.9 申請事業者の経営の維持：26件
町ＨＰ、町広報誌、チラシ、事業者への
案内

R5補正（地）

16 R4 単 ○ －

電気料金高
騰対策給付
金（通常交付
金分）

○ － ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への

支援

○ － 36 36 36

①コロナ禍における原油等の価格上昇に伴う電気料金の高騰対策とし
て、町内製造事業者の経営に及ぼす影響を緩和する。
②高圧又は特別高圧電力利用施設の令和5年1月～5月分の使用電力
量の合計（kWh）×3.5円で算出した額（上限：高圧200万円、特別高圧
500万円）
③高圧2,000千円×25件、特別高圧5,000千円×1件
　うち通常分36千円
④町内の事業用施設で高圧又は特別高圧の電力契約により電力供給
を受けている製造業の事業者

－ － － － R5.7 R5.9 申請事業者の経営の維持：26件
町ＨＰ、町広報誌、チラシ、事業者への
案内

R5補正（地）

17 R4 単 ○ －

大山町物価
高騰対策低
所得世帯支
援給付金

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への

支援

○

⑨推奨事業メ
ニューよりも更に
効果があると考

える支援

コロナ禍における原油価格などの物価高騰
が長期化する中、特に家計への負担が大き
い低所得世帯の光熱費について支援を行う
ことは多大な効果がある。

78,400 39,200 39,200 39,200

①コロナ禍における原油価格などの物価高騰が長期化する中、特に家
計への負担が大きい低所得世帯の光熱費について支援を行うことで、
当該世帯の生活の安定を図る。
②対象者への給付金。
③（4月～6月分）扶助費1万7千円×1,600世帯
　 （7月～9月分）扶助費1万7千円×1,600世帯
   （10月～3月分）扶助費1万5千円×1,600世帯
　交付対象経費＝総事業費78,400千円-県費39,200千円
④令和5年度分の住民税均等割非課税世帯

－ － ○ － R5.6 R6.3

対象世帯約1,600世帯の負担軽減
（物価高による家計への負担が影響
が特に大きい低所得世帯について支
援をおこなうことで、所得段階による影
響の格差を縮める。）

町ＨＰ、町広報紙 R5当初（地）


